
	かばん・袋物卸売業


かばん・袋物の1世帯当たり消費額は減少傾向にあったが、平成23年３月に発生した東日本大震災の影響により、一時的にではあるが減少傾向が加速した。

かばん・袋物卸売業の事業所数、年間商品販売額とも消費額減少に伴い減少しており、独自の商品開発や海外調達などに取組むことのできる卸売業者とそうでない業者との格差は拡大している。
業界概要　

かばん（鞄）と袋物は同じ売り場で売られることが多いが、業界の成立ちが異なることから区分されている。旅行かばんなどから発展したかばんは｢学生用、ビジネス用、旅行用、スポーツ用などのかばん｣、巾着袋などから発展した袋物は｢ハンドバッグ、ショッピングバッグ、財布などの小物類｣、と分類される。業界団体は日本かばん協会と日本ハンドバッグ協会があり、それぞれ製造業者組合と卸売業者組合などで構成されている。実際には、かばんと袋物の両方を扱う卸売業者も多い。

この業界では、卸売業者主導で商品の企画・開発を行うことが多く、卸売専業、製造卸売業、卸小売業に分かれる。卸売専業でも、自社で企画した商品を契約製造業者に委託生産する卸売業者が多く、製造卸売業に分類される業者が増加しており、卸売専業は減少傾向にある。また、企画機能を持たない卸売業者は、他社との取扱商品の差異化ができず、価格競争による収益減少に苦しんでいる。
かばん卸売業では、ライセンスブランド（海外のブランドとの販売契約により、日本においてそのブランドの名前をつけた商品の製造・販売を行う）の取扱数が売上げに大きく影響する。ライセンスブランドが多ければ、取引先小売店の数が多くなる上に、各売場内の商品シェアが高まるからであり、一つのライセンスブランドの取扱いが一時中断しただけで、その期間は売上げがかなり下がることもある。

しかし近年は、ライセンス提供してきた海外ブランドが契約を打ち切り、日本支社を設立し、自社製品を販売する動きが進行しており、ライセンスブランドに依存してきた卸売業者の経営に大きな影響を及ぼしている。
このような影響を小さくするため、ライセンスや製造業者企画商品に頼らず、自社企画の商品（プライベートブランド）を強化している卸売業者が多い。
また、かばん・袋物の小売業者は、かばん・袋物の専門店が大部分であったが、小売業者としてアパレル業界など他業種からの参入がみられる。大部分のアパレル小売業者はアパレル卸売業者経由でかばん・袋物を仕入れていることから、かばん・袋物卸売業者にとっては、販路拡大・商品販売額増加にはつながっておらず、逆に他業種卸売業者などのかばん・袋物取扱の増加による競合激化としての影響が大きくなっている。
大阪の地位　

19年における大阪府内のかばん・袋物卸売業の規模は、事業所数322、従業者数3,216人、年間商品販売額1,499億2,300万円、全国に占めるシェアはそれぞれ23.0％、24.7％、26.6％で、いずれも東京都に次いで第２位である（経済産業省『平成19年商業統計表』）。９年と比較すると、事業所数で26.1％減、従業者数で16.9％減、年間商品販売額で24.0％減と、いずれも大きく減少している。
ただ、１事業所当たりの規模でみると、従業者数は10.0人、年間商品販売額が４億6,560万円と、９年に比べてそれぞれ12.4％増、3.0％増となっている。大阪府内の1事業所当たりの規模は、９年には全国平均を下回っていたが、19年には全国平均（従業者数9.3人、年間商品販売額４億130万円）を上回った。大阪府内の卸売業者については、経営体質の弱い業者の撤退が全国に先駆けて進行し、比較的規模の大きい業者が残っていることがうかがわれる。
需要は減少傾向
23年３月の東日本大震災の影響により、消費者マインドが冷え込み、発生以降の３～６ヵ月間は、売上げが減少したとする卸売業者が多い一方、デイパックや防災バッグなどの需要が増加したとする卸売業者も存在している。

23年のかばん・袋物の1世帯当たり消費額は8,047円と、19年の10,304円に比べ21.9％減（総務省『家計調査年報』各年）となっており、東日本大震災発生以前から減少傾向にある。

売れ筋の特徴
バブル期のように、あるかばん・袋物に人気が出ると、その類似品も良く売れるという大きなトレンドは起きなくなっている。
学生が使用することの多かったデイパックやスポーツバッグの通勤での使用や、クールビス浸透によるビジネス用かばんでもカジュアルの要素を持たせた商品や、退職後の高齢者による旅行市場の拡大に対応した軽量の旅行バッグ、あるいは、タブレット収納機能やビジネスツールのサイズを考慮した収納の工夫のある商品、カスタムオーダーできるトートバッグなど、消費者の要望や使用場面へのきめ細かな対応が必要となっている。
そのために、街頭における定点調査やカスタマーサービス部署の設置など、消費者の現状や要望を把握する体制構築を図る卸売業者が増加している。

流通形態の変化

ショッピングセンターなどへ多店舗展開している小売業者と、商店街などに店舗を有し、売上高が低迷している小規模・零細小売業者との間に業績格差が拡大している。これに付随して、多店舗展開に対応できる体制・規模を持つ一部の卸売業者と、小規模小売業者を主な取引先対象とする卸売業者との業績格差が拡大している。

ただ、多店舗展開している小売業者からの取引条件（買取りから委託への変更、値引きなど）の要求は厳しくなっており、卸売業者は、利益確保のため同業他社と差別化できるとともに利益率の高い自社企画商品の開発が必要となっている。
インターネット活用については、自らインターネット店舗を開設する卸売業者も増加しているが、販売商品を限定する、値引きをしないなど、既存取引先との関係悪化につながらない程度の取組が大部分であり、本格的な進出は少ない。
アマゾンなどの大規模なインターネット店舗が売上規模を増加させていることについては、これらインターネット店舗との取引を検討しているかばん・袋物の製造業者も存在しており、卸売業者にとって新たな販路となる可能性もある。

また、製造業者の中には、取引先が一部の卸売業者に集中することによる過剰な依存を危惧し、リスクを分散するため、新たな卸売業者との取引の増加を図るとする業者もある。この動きの中で、製造業者のなかには、業者自身の出資による卸売業者の設立や既存の卸売業者との合併や買収による販路拡大を図る動きも進行している。

雇用は現状維持
現状は、従業員数の過剰感、不足感とも感じている卸売業者は少ない。

ただ、一部では、自社企画商品による海外進出を視野に入れて二桁の採用を行う卸売業者がある。

その一方で、雇用しても早期退職する若年層が多く、退職者の継続雇用や再雇用で従業員を確保している卸売業者もある。
また、契約していた製造業者の高齢化や廃業に伴う供給力の低下を受けて、自社で生産部門を立ち上げる卸売業者も現れている。

コストの増加と海外生産地域の拡大
天然皮革など材料の価格が上昇していることや、日本、中国とも加工賃が上昇していることから、仕入価格は上昇している。
これを受けて、供給先をベトナムやバングラデシュなどでの生産委託に拡大する動きが活発になりつつある。

輸入は減少から回復へ

輸入は、数量、金額とも減少している。19年と23年を比べると、数量で2.1％減、金額で23.2％減となっている（財務省『貿易統計』各年版）。ただ、円高の進行により、金額は19年から連続して減少しているものの、数量は21年以降、回復している。
一方、国内のかばん製造業とハンドバッグ製造業の製造品出荷額等は、19年の1,559億5,904万円から、22年は1,169億7,611万円と25.0％減となっている（経済産業省『工業統計表』各年版）。

このような、輸入金額、国内製造品出荷額等の動向をみると、減少割合は大きくは異なっておらず、国内流通に占める輸入品の割合は大きくは変化していないものと推測される。
今後の見通し

かばん・袋物の国内消費自体は、大きく回復することを見込む業者はほとんどないが、卸売業者の減少は今後も続くとみられており、結果として残った個々の業者の売上げは、堅調ではないかと予想される。

ただ、消費税増税に伴う消費意欲の減退や、総務省の「2015年までに小中学校の全生徒にデジタル教科書を配備する」方針によるランドセル市場の大幅な縮小など、経営環境の変化によるかばん・袋物市場の縮小に拍車がかかることが危惧される。
（木村　和彦）
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平成９年 436 3,872 197,144 1,603 16,400 872,096

14年 388 4,017 252,649 1,569 15,359 787,831

19年 322 3,216 149,923 1,403 13,041 563,044

資料：経済産業省『商業統計表（産業編）』各年版

表１　かばん・袋物卸売業

大阪府 全国
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